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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第２部門第７区分
【発行日】令和2年5月14日(2020.5.14)

【公開番号】特開2018-188241(P2018-188241A)
【公開日】平成30年11月29日(2018.11.29)
【年通号数】公開・登録公報2018-046
【出願番号】特願2017-89835(P2017-89835)
【国際特許分類】
   Ｂ６５Ｈ  29/58     (2006.01)
   Ｂ６５Ｈ  37/04     (2006.01)
   Ｂ４１Ｊ   2/01     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｂ６５Ｈ   29/58     　　　Ａ
   Ｂ６５Ｈ   29/58     　　　Ｂ
   Ｂ６５Ｈ   37/04     　　　Ｄ
   Ｂ４１Ｊ    2/01     １０３　
   Ｂ４１Ｊ    2/01     １２１　
   Ｂ４１Ｊ    2/01     ３０５　

【手続補正書】
【提出日】令和2年3月26日(2020.3.26)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　媒体に液体を吐出して記録を行う記録部と、
　記録後の前記媒体を、隣接して設けられる隣接ユニットに受け渡す受渡部と、
　記録後の前記媒体を前記隣接ユニットに受け渡さず排出する第１排出部と、
　記録後の前記媒体の搬送先を、前記受渡部と前記第１排出部との間で切り替える切替部
と、
　前記媒体への記録及び媒体の搬送に係わる動作を制御する制御部と、を備え、
　前記制御部は、前記媒体の第１面への記録後に前記媒体を待機させる待機時間を設定す
るとともに、前記待機時間を、前記媒体の搬送先が前記受渡部であるか前記第１排出部で
あるかに応じて変更する待機時間変更制御を実行する、
ことを特徴とする記録装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の記録装置において、
　前記制御部は、前記媒体の前記第１面に対する前記記録部からの前記液体の吐出量が所
定の閾値を超える場合に、前記待機時間変更制御を実行する、
ことを特徴とする記録装置。
【請求項３】
　請求項１または請求項２に記載の記録装置において、
　前記媒体の前記第１面への記録後に、前記媒体を反転して第２面への記録を行う両面記
録が可能に構成され、
　前記制御部は、前記両面記録を行う際、前記記録部による前記第１面への記録が行われ
た前記媒体を前記待機時間待機させた後に反転させ、前記第２面への記録を行う、
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ことを特徴とする記録装置。
【請求項４】
　請求項１から請求項３のいずれか一項に記載の記録装置において、
前記制御部は、記録後の前記媒体の前記搬送先が前記受渡部である場合の前記待機時間を
、前記搬送先が前記第１排出部である場合よりも短くする、
ことを特徴とする記録装置。
【請求項５】
　請求項１から請求項４のいずれか一項に記載の記録装置において、
　前記記録部は、前記液体としての水系インクを前記媒体に吐出して記録を行う構成であ
る、
ことを特徴とする記録装置。
【請求項６】
　媒体に液体を吐出して記録を行う記録部を備えた記録ユニットと、
　前記記録ユニットにおいて記録が実行された前記媒体に後処理を実行する後処理ユニッ
トと、
　前記記録ユニットに隣接して設けられ、前記媒体を前記記録ユニットから前記後処理ユ
ニットに搬送する中継ユニットと、を備え、
　前記記録ユニットは、
　　記録後の前記媒体を前記中継ユニットに受け渡す受渡部と、
　記録後の前記媒体を前記中継ユニットに受け渡さず排出する第１排出部と、
　　記録後の前記媒体の搬送先を、前記受渡部と前記第１排出部との間で切り替える切替
部と、
　　前記記録ユニットにおける前記媒体の搬送と前記切替部の動作とを含む、記録に係わ
る動作を制御する制御部と、を備え、
　前記制御部は、媒体の第１面への記録後に前記媒体を待機させる待機時間を設定すると
ともに、前記待機時間を、前記媒体の搬送先が前記受渡部であるか前記第１排出部である
かに応じて変更する待機時間変更制御を実行する、
ことを特徴とする記録システム。
【請求項７】
　請求項６に記載の記録システムにおいて、
　前記制御部は、記録後の前記媒体の前記搬送先が前記受渡部である場合の前記待機時間
を、前記搬送先が前記第１排出部である場合よりも短くする、
ことを特徴とする記録システム。
【請求項８】
　請求項７に記載の記録システムにおいて、
　記録後の前記媒体の搬送経路として、
　前記記録部の下流側から前記第１排出部までの経路である第１搬送経路と、
　前記記録部の下流側から前記受渡部を通り、前記後処理ユニットにおいて前記後処理が
実行される前記媒体が排出される第２排出部に至るまでの経路である第２搬送経路と、を
備え、
　前記第２搬送経路は、前記第１搬送経路よりも長く形成されている、
ことを特徴とする記録システム。
【請求項９】
　請求項８に記載の記録システムにおいて、
　前記制御部は、前記記録部による記録後の前記媒体を、
　前記第１排出部から排出する際に、前記第１搬送経路において前記媒体の搬送方向を逆
転するスイッチバック動作を行わず、
　前記第２排出部から排出する際に、前記第２搬送経路において、少なくとも一度のスイ
ッチバック動作を行う、
ことを特徴とする記録システム。
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【請求項１０】
　請求項９に記載の記録システムにおいて、
　前記第２搬送経路は、前記記録ユニット内を通る記録ユニット経路と、前記中継ユニッ
ト内を通る中継ユニット経路と、前記後処理ユニット内を通る後処理ユニット経路と、を
備えて構成され、
　前記中継ユニット経路は、前記スイッチバック動作を実行するスイッチバック経路を含
む、
ことを特徴とする記録システム。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の記録システムにおいて、
　前記制御部は、前記中継ユニット経路の前記スイッチバック経路よりも下流側において
、前記媒体を停止状態の媒体搬送手段に突き当てる姿勢補正動作を実行し、
　前記媒体を前記スイッチバック経路から送り出して前記姿勢補正動作を行う迄の間は、
前記姿勢補正動作を行う際の媒体搬送速度よりも低速で搬送する、
ことを特徴とする記録システム。
【請求項１２】
　請求項１１に記載の記録システムにおいて、
　前記中継ユニット経路は、前記スイッチバック経路を少なくとも二つ備える、
ことを特徴とする記録システム。
【請求項１３】
　請求項１１または請求項１２に記載の記録システムにおいて、
　前記制御部は、前記姿勢補正動作後の前記媒体の搬送速度を、前記姿勢補正動作前の搬
送速度よりも加速する構成である、
ことを特徴とする記録システム。
【請求項１４】
　請求項３に記載の記録装置において、前記両面記録時に、前記第１面への記録後の前記
媒体を反転させるスイッチバック経路を備え、
　前記媒体は前記スイッチバック経路において前記待機時間待機させられる、
ことを特徴とする記録装置。
【請求項１５】
　請求項１４に記載の記録装置において、前記スイッチバック経路は、前記媒体が搬入さ
れた際に前記第１面を内側にして湾曲するように形成される、
ことを特徴とする記録装置。
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